
別紙様式 ２
     　　令和５ 年 度  学 校 関 係 者 評 価 報 告 書

評価点　
A  高いレベルで達成できた A  とても適切である
B  達成できた B  概ね適切である
C  一部達成できなかった C  あまり適切でない
D  ほとんど達成できなかった D  適切でない

E  判定できない

達成状況，改善策 評価 意 見 ・ 理 由 評価

子供の変容から「光輝（かがやき）」と
教科との関連を明確にし，幼小中連
携の教育プログラムを完成させ，その
成果を広く発信する。

中期目標Ⅰ4【12】中期計画Ⅰ4
【12】-1
学部・研究科等と連携し，実践
的な実習・研修の場を提供する
とともに，全国あるいは地域にお
ける先導的な教育モデルを開発
し，その成果を展開することで学
校教育の水準の向上を目指す。

①計画的に異校種間交流，特に幼小連携と小中連携に
取り組み，研究成果を記録していく。
②開発した評価基準表を用いた自己評価活動を全ての教
育活動の中に組み入れ，子供の変容から効果を明らかに
する。特に，教科指導に対する効果を検証する。

①令和5年5月までに研究主任，評価部が中心となって異校種間
交流による子供の変容を想定した評価基準表を作成し，それに
基づいた自己評価を学年区分ごとに行い，成果をまとめる。
②各教科及び道徳，特活等で行った自己評価活動の結果を用
いて，令和6年1月までに学年区分ごとに効果や指導方法の工
夫，評価基準表の修正等について1枚のレポートにまとめる。

①評価基準表を作成し，自己評価に活用すること
ができた。幼・小連携や幼・中連携の取り組み結
果を分析し，効果的な連携の在り方を明らかにす
ることができた。小・中連携については小学生へ
の効果分析を計画的に行う必要がある。
②子供の自己評価と行動観察の結果，評価基準
表は妥当であると判断した。一方，その活用の仕
方が不十分で，指導に位置付ける必要がある。

C

異校種間交流は，回数が多いほど効果
的であると考える。特に下の学年や歳下
との交流は複眼的思考力の育成に効果
があり，上の学年も交流を通じて成長して
いくことが期待される。子供たちの自己評
価や行動観察を活用し，評価基準表の
改定や子供への指導について具体的で
実行可能な改善を検討してもらいたい。

C

①本年度の成果を基準に，異校種間交
流の対象学年の子供の実態を踏まえな
がら，評価基準表の見直しを行い，子供
に対して効果的な指導になるよう取り組
んでいく。
②評価基準表が詳細すぎるため，活用し
にくい実態があった。て簡素化という視点
で見直しを行い，指導に生かせるものに
していく。

現行の学習指導要領の課題を精査
し，2024度以降の研究開発学校指定
を目指す準備を行う。

中期目標Ⅰ4【12】中期計画Ⅰ4
【12】-1
学部・研究科等と連携し，実践
的な実習・研修の場を提供する
とともに，全国あるいは地域にお
ける先導的な教育モデルを開発
し，その成果を展開することで学
校教育の水準の向上を目指す。

①運営指導委員から指導・助言を得ながら申請書作成を
進める。そのため，運営指導委員会は日程と形式を柔軟
なものにする。
②発達段階に応じて授業の主導権を子供に移す取り組み
を計画的に行い，成果と課題を記録し，研究開発学校申
請に反映させていく。
③次期開発学校申請では, STEAM教育, ESDの先導的カ
リキュラムの導入の可能性を検討し,可能な範囲で盛り込
む。

①②③令和5年10月までに，次期研究開発申請担当者が中心と
なって日々の教育活動の中から教育課題を見出し，それらの解
決に向けた教育プログラム開発計画を策定する。

①②③日々の教育活動の中から教育課題を見出
し，それらの解決に向けた教育プログラム開発計
画を策定した。それに基づいて，令和6年度の研
究開発学校申請書を作成し，文科省へ提出し
た。

B

新たな研究課題が設定され，次年度の研
究開発が着実に実施されることを期待し
ている。開発計画を進め，課題解決に取
り組んで欲しい。

B

次年度以降も子供の実態から教育課題
を見出し，新しい教育プログラムの開発
計画を策定していく。

子供の学力や生活状況を丁寧に分
析し，「光輝」の成果を生かした体系
的な学習指導と生徒指導を一体的に
行い，社会的スタートラインにつなぐ
教育を行う。

中期目標Ⅰ4【12】中期計画Ⅰ4
【12】-1
学部・研究科等と連携し，実践
的な実習・研修の場を提供する
とともに，全国あるいは地域にお
ける先導的な教育モデルを開発
し，その成果を展開することで学
校教育の水準の向上を目指す。

①子供の学力や生活状況に関するデータを収集・分析
し，学年区分の妥当性や発達段階に応じた体系的な学習
指導と生徒指導，及び進路指導の在り方を検討するととも
に，小学校・中学校が連携して，生徒指導・学力向上の取
り組みを進め, グローバル人材にふさわしい学力を獲得さ
せる。

①ⅰ）令和5年12月までに研究主任が学年区分の妥当性に関す
るレポートを作成する。発達段階に応じた体系的な学習指導と生
徒指導及び進路指導の在り方をそれぞれ保育・教科部，生徒指
導部，進路指導（学力向上）部が中心となって令和6年1月までに
報告する。特に，生徒指導部が中心となっていじめに関する調査
の分析を行い，いじめ防止の取り組みの成果と課題を令和6年1
月までに報告する。
①ⅱ）幼小中合同会議での連絡入学制の見直しを検討する。
①ⅲ）小学校，中学校でそれぞれ指標を定め，基礎学力を向上さ
せる。

①ⅰ）学年区分の妥当性について検討し，まとめ
ることができた。体系的な指導について報告書を
作成することができた。特にいじめに関する調査
によって取り組みの課題を整理することができた。
次年度のいじめ防止年間計画に反映していく。
①ⅱ）連絡入学制度の見直しの検討を行った。次
年度以降も検討を継続する。
①ⅲ）基礎学力の向上の取り組みは行った。しか
し，小学校，中学校ともに具体的な指標を定める
ことができていなかった。分析データの選定を行
い，具体的な指標の設定を行う必要がある。

C

基礎学力向上の取組や「光輝」の成果を
生かした学習指導の成果は十分上がっ
ていると思われるが，生徒指導の課題に
対する組織的な取り組みは不十分であ
る。いじめの対応に関しては課題があり，
指導の徹底と防止への取り組みを継続し
てもらいたい。

C

①ⅰ）いじめ防止の組織的，計画的な取
り組みが不十分であったことを踏まえ，い
じめ防止年間計画の策定とともに，タイム
リーな指導及び保護者啓発を行ってい
く。
①ⅱ）連絡入学制度の見直しについて，
検討状況を適切な時期に保護者に説明
していく。
①ⅲ）具体的な成果指標と測定方法を決
定し，学力向上に取り組み，結果を分析
し，指導を改善していく。

日々の教育活動や研究開発，教育
実習等といった三原学校園における
業務は全てOJTであるととらえ，教師
としての「これまで」と「今」と「これか
ら」を視点に振り返りを行い，自らの成
長を記録する。

中期目標(前文)
地方共創の主役を担い，多様性
を育む自由で平和な国際社会
の実現に貢献する「平和を希求
しチャレンジする国際的教養人」
を育成する。

①学校経営方針に基づいた目標を職員が立て，その目標
の達成度合いによって総合的業績評価を行う。
②教師の職能成長を支えるために評価規準表を整備し，
OJTの効果を高める。また，OJTの自己評価を分析し，評
価規準を見直していく。
③大学との共同研究や個人研究を企画し，研究費獲得を
目指していく。個人で進めている研究については，研究結
果の積極的な発表を推奨する。

①職員全員が学校経営方針に基づいた行動目標，成果目標を
立てる。
②令和5年5月までに管理職がキャリアステージに応じた職能に関
する評価規準表を整備する。令和5年12月までに全職員が自己
評価を行い，管理職がその結果を分析し，評価規準を改善する。
③令和5年12月までに学校園全体で1件以上の学会発表あるい
は，論文発表を行う。

①統計的に分析した結果，職員全員が学校経営
方針に基づいた目標設定をしていないものと推
測された。5月の面談時に点検し，不十分な職員
に対しては指導していく予定である。
②改善すべき点を明らかにすることはできた。次
年度は職員間で共有し，日常的に活用できるもの
に改善していく。
③目標以上の成果を上げることができた。今後と
も取り組みを継続していく。

C

附属学校としての使命と個人研究のバラ
ンスが難しい問題であるが，全教職員が
学校経営方針に基づいた目標設定をす
ることで取り組みが加速すると思われる。
先生方の指導能力が高く，個人研究に取
り組む機会が多いことは評価したい。全
員が経営方針に基づいた行動を取るよ
う，管理職の指導に期待したい。

C

①管理職は，職員への学校経営方針の
浸透を図るとともに，行動目標や成果目
標を点検し，不十分な職員には目標を再
設定させていく。
②管理職は，評価基準表が日常的に活
用できるよう機会を見つけて職員の自己
評価を促していく。
③管理職は，次年度以降も個人研究を
推奨していく。

校種に応じた業務の遂行にとどまら
ず，校種の違いを尊重し合いながら，
経営資源を効率よく活用し，学校経
営方針に従って一丸となって行動す
る。

中期目標Ⅱ【14】中期計画Ⅱ
【14】-1
業務運営の改善及び効率化を
行う。

①経営資源の効率的な活用を念頭に，学校園全体として
業務内容の精選や校務分掌の平準化，時間割の弾力的
な運用等を行い，1年を通して1人当たりの月の時間外労
働時間が38時間未満となるように職員が一丸となって業務
を遂行する。

①令和5年12月までの1人当たりの月の時間外労働時間が全職
員38時間未満とする。

①1か月単位の時間外労働時間の平均は全ての
月で38時間未満であった。一方，8月以外の月は
目標を達成できなかった職員が複数いた。それら
職員が全職員に占める割合は最大で42%であっ
た。職員の健康維持のために，業務の平準化等
の取り組みを一層推進する必要がある。

D

附属学校の使命と働き方改革のバランス
が難しい課題であり，職員の能力や個性
に配慮しつつ，業務の平準化により，時
間的・精神的な余裕が生まれるようにして
欲しい。公立学校においても，業務の平
準化や削減は困難であるので，モデル
ケースになるよう引き続き取り組んで欲し
い。

C

①1か月の時間外労働を38時間以内とす
る目標は堅持していく。業務の平準化を
一層進めるとともに，職員のやりがいが失
われないように，意識改革も進めていく。

学部生・大学院生の教育実習を充実
させ，実習満足度を高水準に保つと
ともに，指導する側も教育実践を見直
す場を設定し，指導者自らの成長を
記録し，職能を高めていく。

中期目標(前文)
地方共創の主役を担い，多様性
を育む自由で平和な国際社会
の実現に貢献する「平和を希求
しチャレンジする国際的教養人」
を育成する。

①学部生や大学院生の教育実習を充実させ，実習満足
度を高水準に保つとともに，指導する側にも教育実践を見
直す場を設定し，指導者自らの成長を記録し，職能を高め
ていく。

①教育実習生対象のアンケート調査で実習満足度に関して8割
以上の肯定的評価を得る。教育実習部で指導を行った職員の振
り返りを共有する取り組みを行う。

①目標以上の成果を上げることができた。今後と
も取り組みを継続していく。

A

初任者の授業力向上のために教育実習
の質を向上させる取組を継続して欲し
い。先生方が学生一人ひとりに向き合
い，綿密な指導計画を立てて取り組まれ
ていることと自らの指導力を向上させよう
としていることは評価できる。教員不足解
消のために引き続き質の高い教育実習に
取り組んで欲しい。

B

①指導する側にも良い効果があるので，
今後とも教育実習の質を維持するだけで
なく，更なる向上も図っていく。

「わかりやすさ」を追求した情報発信
を行うとともに，他の学校園からの依
頼(研究協力や講師派遣，学校園視
察等)には積極的に応じる。

中期目標Ⅰ4【12】中期計画Ⅰ4
【12】-1
学部・研究科等と連携し，実践
的な実習・研修の場を提供する
とともに，全国あるいは地域にお
ける先導的な教育モデルを開発
し，その成果を展開することで学
校教育の水準の向上を目指す。

①ＨＰとコンテンツを変更し，教育活動の成果が閲覧者に
伝わるようにする。
②ＨＰ中のコンテンツや他に発信したものに，アンケート
フォームのURLを貼り付け，受信者からの評価が得られる
取組を行い，結果に基づいて発信内容等を改善していく。
③他の学校園からの研究協力や講師派遣，学校園視察
等の依頼には積極的に応じるとともに，事後アンケートを
用いて改善を図る。

①令和5年12月までに広報部が中心となってアンケート調査を行
い，分かりやすさに関して8割以上の肯定的評価を得る。
②令和5年12月まで広報部が中心となってアンケート調査を行
い，すべての項目に関して8割以上の肯定的評価を得る。また，
評価に基づいた改善点については，研究主任と研究推進事務局
が中心となって検討し，随時ＨＰで公開する。
③他の学校園が依頼しやすいＨＰづくりを広報部が行う。研究主
任が中心となって依頼に対応する。事後アンケートの全ての項目
に関して8割以上の肯定的評価を得る。また，評価に基づいた改
善点については，研究主任と研究推進事務局が中心となって検
討し，依頼先に伝えていく。

①②③目標以上の肯定的評価を得ることができ
た。わかりやすさを追及したり，閲覧数を増やした
りするためのノウハウを得られた。今後とも取り組
みを継続し，知見を蓄積していく。

A

保護者の関心が高く，情報発信が効果的



別紙様式 ２
　    　 年 度  学 校 関 係 者 評 価 報 告 書

評価点　
A  高いレベルで達成できた A  とても適切である
B  達成できた B  概ね適切である
C  一部達成できなかった C  あまり適切でない
D  ほとんど達成できなかった D  適切でない

E  判定できない

達成状況，改善策 評価 意 見 ・ 理 由 評価

注）          太枠内は，学校関係者評価委員会が記入する。
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